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1．はじめに

　2020 年は，新型コロナウィルスの影響で世界全
体の経済活動が停滞し，一時的に化石燃料の消費量
が減少することでエネルギー起源の CO2 排出量は
約 6％減少した．そのため，世界的にコロナ後の回
復（リカバリー）の過程において積極的にエネルギー
の効率化や再生可能エネルギーを取り入れた「グ
リーン・リカバリー」が提唱された．その中で，
2020 年の世界全体の発電電力量に占める再生可能
エネルギーの割合は 29％となり，2021 年には再生
可能エネルギー電力の割合は 30％を超えたと推計
されている．しかし，2021 年は新型コロナウィル
スの影響からの世界経済の回復により，世界全体の
CO2 排出量は前年から約 5％増加した 1）．2021 年 11
月にイギリスのグラスゴーで開催された COP26 の
グラスゴー気候合意では，世界全体の産業革命以降
の気温上昇を 1.5℃に抑える努力をすることが合意
された．その実現のためには，2021 年 8 月に公表
された IPCC の第 6 次評価報告書第 1 作業部会報告
書（自然科学的根拠）によれば，2030 年までには
化石燃料由来の CO2 排出量を世界全体で 45％削減
し，2050 年には実質ゼロを目指す必要がある 2）．
　IRENA（国際再生可能エネルギー機関）は，気
温上昇 1.5 度未満を達成する新たなシナリオ（1.5 度
シナリオ）を含むレポートを 2021 年 6 月に公表し
た 3）．この中では，2050 年カーボンニュートラル（脱
炭素化）はもちろん，2030 年の排出削減について
も各国の現行政策や目標を前提とした「計画済エネ
ルギーシナリオ」（PES）と世界の平均気温上昇で 1.5
度未満を達成する「1.5 度シナリオ」（1.5-S）とを比
較している．その結果，これまで世界各国で計画済
みの政策では不十分で，よりエネルギー効率化や再
生可能エネルギーの導入が世界全体で進む「1.5 度

シナリオ」を目指すべきだとしている．この「1.5
度シナリオ」では，2050 年脱炭素化を達成するた
めに必要な CO2 削減量を現在の年間排出量とほぼ
同じ年間 37 ギガトンとしている．最も大きな役割
を果たす手段が，再生可能エネルギーと省エネル
ギーである．需要側の電化を含めれば，その合計は
必要な削減量全体の約 70％に達する．残りの 30％
のうち，10％を水素関連技術，6％を CCUS（炭素
貯蔵・リサイクル）技術，14％をバイオマスと炭素
除去技術を組み合わせた BECCS の技術により達成
するとしている．
　本論文では，2050 年カーボンニュートラルに向
けて海外での熱分野の脱炭素化への取組みとスマー
トエネルギーシステムとして必要となる蓄熱システ
ムの可能性について示す．

2．熱分野の脱炭素化の重要性

　2050 年脱炭素化を目指すためには，電力分野だ
けではなく熱分野や交通分野を含む最終エネルギー
消費全体に対する施策が重要になってくる．再生可
能エネルギーは，電力分野において世界中で目覚ま
しい発展を遂げて来たが，熱分野や交通分野での再
生可能エネルギーの普及は一部の国や地域に留まっ
ており，世界全体でも熱分野の 1 割程度，交通分野
の 3％程度に留まっている（図 1）4）．そのため世界
的にもこれらの分野の省エネルギーや再生可能エネ
ルギー普及を進めることが課題となっている．さら
に電力分野と熱・交通分野を跨るセクターカップリ
ングの技術やスマートエネルギーシステムにも注目
が 集 ま っ て い る．2020 年 12 月 に 発 表 さ れ た
IRENA，IEA（ 国 際 エ ネ ル ギ ー 機 関 ） お よ び
REN21（21 世紀のための再生可能エネルギー政策
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　さらに，熱分野のインフラの構築として再生可能
エネルギーを大量に導入できる地域熱供給の重要性
が指摘されている．現状の地域熱供給では，化石燃
料が多く使われているが，欧州（特に北欧やバルト
三国など）では，地域熱供給への再生可能エネルギー
の導入が進んでいる 6）．

3．蓄熱システムの可能性

　IRENA は，熱エネルギー貯蔵（TES：Thermal 
Energy Storage）のイノベーションに関する展望に
ついてのレポートを 2020 年に公表している 7）．そ
の中で，熱エネルギー貯蔵（TES）は，エネルギー
システムにおける再生可能エネルギーの普及を促進
する重要な手段となる可能性があるとしている．熱
分野における TES 導入の状況は，需要側で地域熱
供給が 105GWh，建築物が 91GWh（貯湯タンクは
含まれない），産業が2GWhとなっている．その中で，
冷房で使われる TES は現状は 14GWh 程度だが，
2030 年までに約 2 倍になると想定されている．電
力供給の分野では，太陽熱発電（CSP）システムで
溶融塩が TES として 21GWh 程度がすでに使われ
ており，2030 年には 20 倍以上になるという予測も
ある．TES は，電力システムの柔軟性として，様々
なベネフィットを提供できる可能性がある．需要側
の温熱や冷熱を蓄熱することで需要の時間をシフト
することができる．変動性再生可能エネルギー
VRE が余剰になる時間にヒートポンプなどで温熱
や冷熱を生成して蓄熱することで電力システムの柔
軟性を確保できる．電力を熱に変換して蓄熱するこ
とでセクターカップリングが実現できる．さらに，

ネットワーク）の共同レポート “Renewable Energy 
Policies in a Time of Transition： Heating and 
Cooling” では，最終エネルギー需要の約半分を占め
ると言われる熱分野（特に冷暖房）でのエネルギー
転換のための再生可能エネルギー政策の在り方をま
とめて提言している 5）．
　熱分野（特に冷暖房）の脱炭素化に対するバリア

（課題）は，政策や支援により解決できる可能性が
ある．最初のバリアとして一般的に運転費用は再生
可能エネルギーの方が低いにも関わらず，化石燃料
と比べて再生可能エネルギー導入の初期費用が高い
ことがある．そのための支援策として税額控除や
ローン，補助金などの金融的な支援のほか，導入目
標を設定した上での導入の義務化などがある．さら
にバリアとしてユーザにとって化石燃料の価格が再
生可能エネルギーと比べて安くなっていることがあ
り，化石燃料への補助金がいまだに多くの国で存在
する．そのため化石燃料の環境への影響などの外部
性を如何に経済的に評価するかが問われている．そ
の他，ユーザが再生可能エネルギーの優位性に気が
付きづらいことや，信頼できるサプライチェーンの
構築や必要なインフラの構築が必要となっている．
これらのバリアを解決して再生可能エネルギーへの
転換を進めるために，以下の 5 つの方策が示されて
いる．
・再生可能エネルギーを使った電化
・再生可能エネルギーによるガス
・持続可能なバイオマス利用
・太陽熱の直接利用
・地熱の直接利用

図 1　 世界のエネルギー需要に占める再生可能エネルギー割合　出所：文献 4）
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使われる．溶融塩（Molten salts）も 500℃前後の温
度帯で使われるが，1 日前後の蓄熱期間となる．潜
熱（Latent）方式を使った蓄熱システムには，様々
な温度帯の技術があり，それぞれの温度帯に適した
PCM（相変化材料）が使われるが，最も普及してい
る PCM は水の氷である．熱化学（Thermochemical）
方式には，100℃以下の比較的温度が低い吸収式

（Absorption system）と水和物（Salt hydration）に
よる可逆な化学蓄熱反応を使ったケミカルヒートポ
ンプ技術，および 500℃以上の高温の酸化金属を
使ったケミカルルーピング（Chemical looping）方
式がある．電力システムの柔軟性における TES 技
術の適用としては，現状では溶融塩が太陽熱発電

（CSP）で用いられている程度であるが，蓄熱材を
用いた実証や，PCM および熱化学方式の研究開発
が進められている．それらに加えて，機械 - 熱

（Mechanical-thermal）方式として，LAES（液化空

夏の時期の太陽熱や太陽光などの余剰のエネルギー
を季節間蓄熱して，太陽エネルギーが小さくなる冬
季に使うことができる．
　TES には，様々な技術がすでに存在し，研究・
技術開発が進められている（図 2）．TES の技術と
しては，顕熱（Sensible）方式，潜熱（Latent）方式，
熱 化 学（Thermochemical） 方 式 お よ び 機 械 - 熱

（Mechanical-thermal）方式に分類することができ
る．顕熱（Sensible）方式には，蓄熱材（Solid-state），
温水タンク蓄熱システム（WTTES）および地下蓄
熱システム（UTES）があり，短期（時間）から長
期（数か月）まで幅広い蓄熱技術がある．UTES に
は，地下の構造によりピット式（PTES），ボアホー
ル式（BTES），帯水層式（ATES）に分類される（図
3）．WTTES と UTES は水を使っており，温度帯
は 0 ～ 60℃程度だが，蓄熱材（Solid-state）の場合
は零下から高温（500℃以上）まで幅広い温度帯で

図 3　地下蓄熱システム（UTES）　出所：文献 7）

図 2　TES 技術の時間帯と温度帯　出所：文献 7）
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略を 2020 年 3 月に提出した．この中では，2050 年
までに気候中立（Climate Neutral）を目指すとして
おり，温室効果ガスの排出量を実質（ネット）ゼロ
にすることを意味する 10）．この気候変動対策の長
期目標は欧州議会が 2020 年 1 月に発表した欧州グ
リーン・ディール構想 11）にも含まれている．2020
年にスタートしたパリ協定に対して EU 全体では
2030 年までに温室効果ガスを 40％削減（1990 年比）
する気候変動＆エネルギー枠組みを 2014 年に策定
し，2030 年までの再生可能エネルギー割合（最終
エネルギー消費）の目標を 32％以上に，エネルギー
効率化の改善目標を 32.5％とする政策決定を 2018
年に行った 12）．EU 各国は 2021 年以降 2030 年まで
の NECPs をすでに策定している 13）．各国の NECPs
を見ると，2030 年に電力分野で再生可能エネルギー
100％を掲げる国（デンマーク，オーストリアなど）
もあり，50％を超える目標を掲げる国も多数ある（ド
イツ 65％，スペイン 74％，ポルトガル 80％，オラ
ンダ73％，アイルランド70％など）．最終エネルギー
消費に対しても 50％を超える目標を掲げる国もあ
る（スウェーデン 65％，デンマーク 55％など）．
　EU（27 か国）全体の 2020 年の再生可能エネルギー
の導入目標については，最終エネルギー消費に対し
て 20％としていたが，新型コロナの影響もあり，
最終的には 22.1％と目標を達成した（図 4）．EU27
か国のうち目標が達成できなかった国はフランスの
みであり，他の 26 か国は 2020 年の目標を達成して
いる．目標を達成した上位 10 か国をみると，発電

気エネルギー貯蔵）および A-CAES（断熱圧縮空気
エネルギー貯蔵）のプロトタイプが開発されている．
一方，地域冷暖房の分野では，顕熱方式として従来
から水（5℃～ 95℃）を使った蓄熱システムが一般
的に採用されており普及しているが，熱密度や効率
の観点から潜熱方式も氷蓄熱などで冷熱を中心に採
用されている．

4．欧州での脱炭素化への政策目標と取組み

　EU（欧州連合）では，2050 年の気候中立やグリー
ン・リカバリーを目指すグリーン・ディール構想を
実現するためにも，野心的な温室効果ガスの排出削
減目標を目指す「欧州気候法」が 2021 年 6 月に欧
州議会で承認された 8）．その中では，2030 年の削減
目標を 40％から 55％に大幅に引き上げた．それに
伴い再生可能エネルギーの導入目標も最終エネル
ギー消費に対して従来の 32％から 40％以上となる．
そのため EU 委員会では，2021 年 7 月にはこの新
たな目標を実現するための具体的な政策パッケー
ジ 9）を策定した．欧州の排出量取引制度（EU 
ETS），吸収源としての土地利用・森林保全，エネ
ルギー効率化などの政策強化が含まれており，再生
可能エネルギーについては，すでに策定されている
EU 指令 “REDII” の改訂が含まれている．今後，各
国の目標値，エネルギー・気候変動対策計画

（NECPs）を含めてエネルギー政策の見直しが必要
になってきている．
　EU は，パリ協定における気候変動対策の長期戦

図 4　 欧州各国の再生可能エネルギー割合（最終エネルギー消費）と目標
出所：eurostat データ 14）より作成
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ワーツーヒート）と呼ばれるセクターカップリング
の技術として電気ボイラーやヒートポンプが導入さ
れた．ここでも，地域熱供給が持つ蓄熱システム（主
に温水蓄熱）が有効に活用されている．さらに，デ
ンマークを中心に本格的に導入されている太陽熱地
域熱供給（Solar District Heating）では，長期間に
わたり余剰熱を季節間で蓄熱する巨大なピット式蓄
熱（PTES）が採用されている 16）．

5．スマートエネルギーシステムの可能性

　2015 年から毎年デンマークで開催されているス
マートエネルギーシステムと第 4 世代地域熱供給に
関する第 6 回の国際会議 17）が 2020 年 10 月には新
型コロナウィルスの影響で完全オンラインで開催さ
れ，22 か国から 240 名が参加して 150 以上の発表
が行われた．翌年の 2021 年 9 月にはデンマークの
コペンハーゲンにおいてハイブリッド形式で開催さ
れ，160 名のリアル参加と 70 名のオンライン参加
者により 124 の発表が行われた．会議のセッション
のテーマは，「スマートエネルギーシステム」「第 4
世代地域熱供給」「第 5 世代地域熱供給」「蓄エネル
ギー」「電化」「再生可能エネルギー」「エネルギー
効率化」など多岐に渡る．
　この国際会議を主催するオールボー大学の
Henrik Lund 教授は第 4 世代地域熱供給（4GDH）
を提唱し，再生可能エネルギー 100％に向けたス
マートエネルギーシステムの展望について講演をし
ている．スマートエネルギーシステムの中で，変動
性再生可能エネルギー（VRE）が大量に導入され
るに従って蓄電や蓄熱のようなエネルギー貯蔵は重
要な役割を果たしており，その中でも蓄熱システム
はコスト面からも有効なソリューションである 18）．

電力量に占める再生可能エネルギーの割合が高いだ
けではなく，熱分野における割合も高く，スウェー
デンをはじめ 50％を超える国が 6 か国あることが
わかる（表 1）．
　デンマークでは，2030 年までには年間電力消費
量に対して再生可能エネルギー 100％を目指すこと
が目標になっており，さらに 2050 年までの長期目
標として脱化石燃料や全エネルギー消費に対して再
生可能エネルギー 100％を目指している．デンマー
クの電力システムにおいては，2020 年の段階です
でに風力を中心とした VRE（変動性再生可能エネ
ルギー）の割合が 50％を超えており，VRE の割合
が比較的高い欧州各国の中でも最も高いレベルと
なっている．この経験を活かすことが欧州各国，ひ
いては世界各国での再生可能エネルギー導入に対し
てとても有効な取り組みになる．デンマークエネル
ギー庁が 2021 年 6 月に公表した最新レポート「デ
ンマークの電力システムにおける柔軟性の発展とそ
の役割」では，風力・太陽光で電力の 50％をまか
なうための統合ソリューションと 100％の未来に向
けた可能性が示されている 15）．
　デンマークでは，2010 年頃までに地域熱供給と
共に CHP（熱電併給，コジェネレーション）設備
が導入されてきたが，電力市場の価格変動に対応し
て運用することになった．VRE の供給量が多いと
きには，CHP の発電出力を大幅に減らすインセン
ティブが働き，熱と電気のセクターカップリングで
発電出力と熱供給の比率を変えることで調整してい
た．2010 年から 2015 年には，VRE の割合は 20％
から 44％に急増したため，柔軟性への投資が必要
となり，CHP の電気と熱を分離するタービンの完
全バイパス運転，そして電気を熱に変換する PtH（パ

表 1　 欧州各国の再生可能エネルギー導入目標（2020 年）の達成国トップ 10
出所：eurostat データ 14）より作成

目標達成国 2030 年

目標 

2020年

目標 

2020年

実績 

電力 熱 交通 

スウェーデン 65% 49% 60.1% 74.5% 66.4% 31.9% 
フィンランド 51% 38% 43.8% 39.6% 57.6% 13.4% 
ラトビア 50% 40% 42.1% 53.4% 57.1% 6.7% 
オーストリア 50% 34% 36.5% 78.2% 35.0% 10.3% 
ポルトガル 47% 31% 34.0% 58.0% 41.5% 9.7% 
デンマーク 55% 30% 31.6% 65.3% 51.1% 9.6% 
クロアチア 36% 20% 31.0% 53.8% 36.9% 6.6% 
エストニア 42% 25% 30.2% 29.2% 57.9% 12.2% 
リトアニア 45% 23% 26.8% 20.2% 50.4% 5.5% 
EU27 カ国 40% 20% 22.1% 37.5% 23.1% 10.2% 
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のジェネバ等）との緊密な協力関係のもとで開発，
実証，検証されており，最終的にオープンソースラ
イセンスで EU 加盟国すべてで使用できることを目
指している．第 5 世代地域熱供給（5GDH）に関す
る発表も多く行われた．特にイギリスではこれまで
地域熱供給の普及が欧州の中でも遅れていたが，ロ
ンドンなど都市部での熱分野の脱炭素化に向けて
5GDH の研究や実証が始まっている．5GDH では，
都市部にも大きいポテンシャルがある排熱が積極的
に活用される．排熱には多くの種類があり，低温の
産業排熱（スーパーマーケット，データセンター，
飲食店など），配電設備（変電所など），下水道，地
下鉄などの利用が検討されている．これらの低温の
排熱を熱源とする排熱ネットワークを蓄熱機能と合
わせて整備し，地域あるいは各建物に設置された
ヒートポンプにより必要な温度で冷熱および温熱を
供給する．この 5GDH の排熱のネットワークにお
いても，比較的長期の季節間での蓄熱も可能な大規
模な蓄熱システムの利用が必要とされている．
　季節間蓄熱の技術開発プロジェクトとしては，

2020 年の基調講演では，EU 委員会が 2020 年 7 月
に発表した「EU エネルギーシステム統合戦略」19）

が紹介された．従来の垂直統合型で，一方向で無駄
の多いエネルギーシステムを，将来の統合されたエ
ネルギーシステムに変える戦略である．すなわちエ
ネルギーのユーザーと供給者との間で資源的にも経
済的にも無駄のないエネルギーフローに変えるとし
ている．この戦略はグリーン・エネルギー転換のフ
レームワークにもなっており，全エネルギー分野を
統合する「循環型」エネルギーシステムや消費者側
での「電化」や「グリーン燃料」（水素等を含む）
を含んでいる．いわゆる全分野（電力分野，熱分野，
交通分野）を横断するセクター・カップリングを推
進している．
　個別セッションでは，欧州の熱分野の脱炭素化プ
ロジェクトが多く紹介されている（図 5）．Hotmaps
プロジェクトは，地域，地域，国の冷暖房計画プロ
セスを支援するツールボックスを開発している 20）．
ヨーロッパの 7 つのパイロットエリア（ドイツのフ
ランクフルト，デンマークのオールボー，イタリア

図 5　 欧州の熱分野の脱炭素化プロジェクト　出所：文献 17）
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る電力システムと第 4 世代以降の地域熱供給を連携
したスマートエネルギーシステムが必要となる中
で，蓄熱システムは重要な役割を果たし，カーボン
ニュートラルの実現向けて大きな可能性がある．
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